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地域・自治体をめぐる3つの
パラダイム転換１

　──まず、現代日本の地域経済・社会の動向に

ついて、いま何が大きな問題になっているのか、

あるいは問題のとらえ方に関して、どう考えたら

いいでしょうか。

　安倍政権下の地域・自治体問題をめぐる争点

は、それ以前のものとは大きく違っている点があ

ります。細かな内容に入るまえに、その大きな違

い、転換について、 ３ つばかりに分けて確認して

おきたいと思います。

「発展の不均等性」から 
「衰退の不均等性」への転換

　

　第 １ は、地域経済の不均等発展がこれまで以上

に深刻になっていることです。現代資本主義にお

いて地域経済の問題をとらえようとする場合は、

だいたい出発点においてまず地域間不均等発展が

論じられます。その点では、今も昔も変わりない

のですが、安倍政権下では地域間の競争圧力を強

める新たな条件が ２ つばかり加わり、地域および

企業間の不均等性が非常に強くなりました。

　第 １ は、「経済のグローバル化」に伴う競争圧

力、１990年代に流行した言葉で言うと、メガ・コ

ンペティション（大競争）ですね。各地域経済が

グローバルな市場にじかに組み込まれたおかげ

で、地域・企業相互間のサバイバル競争（生き残

り競争）が非常に強められた。これは地域・企業

の不均等発展を深刻化させる外圧となります。第

２ は人口構造の変容、特に09年にスタートする人

口減少化の開始です。いま人手不足が都市・農村

を問わずどこでも、とりわけ中小企業で深刻化し

ていますが、その背景に少子・高齢化等の人口構

造の変化があることは否めません。この人口減少

および構造変化は、サバイバル競争の内圧になっ

ていると思います。

　こうした地域・企業をめぐる競争条件の変化、

競争圧力の強化が何を呼び起こしているか。あえ

て言葉を選んで言えば、現在では、地域経済間の

「発展」の不均等性というよりは、むしろ地域間

の「衰退」の不均等性が目立つようになった。地

域や企業相互間で競争が組織されると、いわゆる
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スクラップ・アンド・ビルドが起こる。これは今

も昔も変わりがなく、ビルドという「発展・構築

過程」とスクラップという「廃棄・衰退過程」の

両面がいつでも同時に進むのですが、現在では

「発展」よりも「衰退」の面が強くなった。サバ

イバル競争が強化されると、勝者よりもむしろ敗

者の方が多くなり、目立つようになるわけです

ね。そこで「地域間の不均等な衰退」とでも呼ぶ

べき事態が生まれています。

　しかもその上に、安倍政権が「競争力第一主

義」のグローバル競争国家化戦略を進めるから、

この地域経済・社会における「衰退の不均等性」

がさらに深刻になる。その理由は、グローバル競

争国家化戦略が肝心のナショナル・ミニマム保障

を圧縮・限定するからです。ナショナル・ミニマ

ム保障とは、国民生活や地域社会の存続・維持に

必要不可欠な最低条件を公的に保障することを意

味しますが、その水準が限定されたり、圧縮され

ると、さまざまな意味での「社会的弱者」が切り

捨てられます。そもそもナショナル・ミニマムと

は、経済が成長する時代に、発展から取り残され

た人々や地域を守るために登場してきた概念なの

ですが、実はその真価は「不均等な衰退の時代」

にこそ問われる。ところが、その肝心なときに、

安倍政権はグローバル競争国家化を進めて、ナ

ショナル・ミニマム保障を圧縮・限定化に向か

い、地域経済では「衰退の不均等性」が強くあら

われるようになったのです。

「地方分権」から「地方消滅」への 
パラダイム転換

　

　第 ２ の大きな変化は、語弊を恐れずに言えば、

政策の基調がかつての「地方分権」から「地方消

滅」へと、 １ つのパラダイム（思考の枠組み）転

換が進行したことです。地域・自治体に対する今

世紀の主要政策は、現安倍政権以前には、「地方

分権」の合言葉のもとで進められてきました。だ

が、安倍政権は「地方分権」を後景に退け、それ

に代わるものとして、公式には「地方創生」をメ

イン・スローガンに掲げました（２0１4年以降）。

　「創生」という言葉は、『広辞苑』その他の国語

辞典には出てきませんから（一般の辞書には創成

とか創世の言葉はでてくるが、創生の言葉は見当

たらない）、これは近年の造語だと思います。問

題なのは、なぜ安倍政権がこの造語「地方創生」

を用いたのか。これは、「地方消滅」のイメージ

をカムフラージュ（偽装）するためだったと思い

ます。安倍政権初期のねらいは、「地方創生」に

あったのではなく、「地方消滅」にあったのです。

しかし、まさか「地方消滅」を政策のキャッチフ

レーズにするわけにはいかないから、政策の基

調・底流が「地方消滅」にあることを隠
いん

蔽
ぺい

するた

めに、そのカムフラージュ用語として「創生」を

使ったのだと思います。真相の隠蔽、歪曲、偽

装、改ざんは安倍政権のお家芸ですから、「消滅」

のイメージを消して、「創生」という偽装造語を

利用したのです。　

　「地方消滅」の言葉で物議をかもしたのは、増
ます

田
だ

寛
ひろ

也
や

編著『地方消滅』（中公新書、２0１4年）で

した。「増田リポート」の名で知られるこの本は、

一種のショック・ドクトリン効果をねらったもの

でした（ １ ）。これが世間にとりわけショックを与え

たのは、人口（減少）データをもとに、２040年推

計で896 ヵ所の「消滅可能性都市」をあげ、さら

に人口 １ 万人以下の「消滅する市町村5２３」を名

指しで示したことでした。極端な例では、秋田県

では、県内２5市町村のうち２4市町村が「消滅可能

性自治体」とされました。これほどの地域が「消

滅」するというのでは「地方分権」どころではな

い、ということになります。「地方消滅論」は、

それまで支配的だった「地方分権」のパラダイム

を一気に「地方消滅」に転換する効果を発揮しま

した。

　「地方分権」が主役を演じた時代には、地域・
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けた生き残り競争に駆り立てられることになる。

このサバイバル競争の組織化が、①住民生活・地

域社会のナショナル・ミニマム保障と、②その担

い手としての自治体とを形骸化することになるわ

けです。

　最初に確認しておかなければならない点は、こ

の戦略は「地方消滅論」が「消滅期」として設定

した同じ２040年を １ つの基準年に設定し、そこか

ら、いわゆるバックキャスティング方式（逆算方

式）によって、現代の政策課題を導き出している

ことです。２040年とは、人口が縮減していく過程

で高齢化がピークを迎え人口構造が転換する時の

ことです。だから、この戦略構想の底に流れる基

調・発想は「地方消滅論」と同じなのです。つい

でに言うと、安倍政権が掲げる「全世代型社会保

障」という政策も、２040年時点に予想される少

子・高齢化社会を前提にした対応策になっていま

す（ ３ ）。だから、いま霞
かすみ

ヶ
が

関
せき

省庁は「２040年ビジョ

ンの大合唱」をやっているわけです。

　「自治体戦略２040構想」の課題は、「地方消滅」

や「人口縮減」に符
ふ

牒
ちょう

をあわせて「ナショナル・

ミニマム保障の縮減」をはかる点におかれます。

ナショナル・ミニマムが生きている限り、どんな

に人口が減り、地域経済が衰退しようと普遍的な

ミニマム水準の生活が守られるから、そう簡単に

「地方消滅」ということにはならない。「消滅」に

待ったをかけ、「創生」に向かうためのラスト・

リゾート（砦）は、法制度上は市町村にあり、ナ

ショナル・ミニマムとは住民生活を保護するため

のバリケードなんですね。この①ナショナル・ミ

ニマムの制度的保障と、②ナショナル・ミニマム

保障を実際に担う地方自治体、これら ２ つは、

「自治体戦略２040構想」と言えども、廃止したり、

消滅させるわけにはいかない。この ２ つには「自

治体戦略２040構想」も真正面から攻撃をかけるわ

けにはいかないから、裏口からというか、迂回路

を使って見直す。

地方は「主権者」として持ち上げられたほどです

から、たとえば過疎地域だとか限界集落と指定さ

れた所であっても、まだ「保護の対象地域」で

あって、消滅だとか廃村の対象として見捨てられ

たわけではありませんでした。だが、「増田リ

ポート」の「地方消滅論」は、その過疎地域や限

界集落等の存続への未練を断ち切るように、人口

減少・消滅という有無を言わさぬ「必然的傾向」

を根拠として、コミュニティーの「店たたみ」

「店じまい」をまさしくたたみかけたわけです。

　２0１4年、「地方消滅論」がショック・ドクトリ

ンで「地方分権」の露を払ったあとに、安倍政権

は「地方創生策」を掲げることになります。その

とき、「消滅」ではなく「創生」の言葉が用いら

れたのは、明らかにそのマイナス・イメージをカ

ムフラージュするためでした。

二層制自治から圏域行政への転換　

　第 ３ 番目の変化は、「分権から消滅への転換」

を「地方創生」のカムフラージュで進める過程

で、安倍政権が「市町村プラス都道府県の二層制

自治」から「圏域行政」への転換を打ち出したこ

とです。これが「自治体戦略２040構想」です。

「自治体戦略２040構想」には、さまざまな重要問

題があるのですが、それらの詳細は他書の参照を

願うとして（ ２ ）、ここでは、この戦略が地域間のサ

バイバル競争を組織してナショナル・ミニマム保

障を圧縮・限定化しようとするものだ、という点

に注目しておきたいと思います。

　地域間のサバイバル競争というのは、これまで

にみてきた一方での「地方消滅」と他方での「地

方創生」という相矛盾する二面を政策的に統合す

るときに進行し、強まるものなのですね。このま

までは消滅してしまうぞという脅しがまず各地域

に入りこみ、続いて、「地方創生策」に救いの手

があるとなれば、各地域はいきおい「創生」に向
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　「自治体戦略２040構想」によるこの見直しは、

主として ２ つに要約されます。 １ つは自治体のフ

ルセット主義の廃止。これは端的に言ってナショ

ナル・ミニマム保障に必要な制度・機能を自治体

（特に基礎自治体）がフルセットで保持する仕組

み（総合行政体）を廃止することです。いま １ つ

は二層制自治（都道府県プラス市町村の ２ 階建て

自治）の見直し、柔軟な運用。これは、二層制の

自治体とは別建てで圏域行政単位（たとえば連携

中枢都市圏）を設け、自治体の諸機能をその圏域

行政に委ねる、ということです。その圏域行政の

中心にコンパクトシティを置く。これらを一言で

いえば、「二層制地方自治から圏域単位の圏域マ

ネジメントへの転換」ということになります。

　だいたい、地域・自治体でいま起こっているこ

とは、これら ３ 点に要約できると思います。

安倍政権の7年を貫くグローバル 
競争国家化戦略の帰結2

　── ７年以上の最長期政権となった安倍政権の

もとで、地域経済の「不均等発展」と言うより、

むしろ「不均等衰退」が起こったということです

が、それはどういう理由によるのでしょうか。

　安倍政権の歩んできた路線を大づかみにまとめ

ると、それは ２ つのレールから成り立っていまし

た。ひとつは、「安倍改憲」をゴールにした靖国

史観あるいは歴史修正主義と呼ばれるレール、い

まひとつは新自由主義のレールです。安倍政権の

経済政策をあらわすアベノミクスは、後者の新自

由主義を基調にしていました。新自由主義を基調

においた安倍政権がとった戦略とは、先に少しふ

れたように、グローバル競争国家化戦略です。こ

の戦略が地域経済において「発展の不均等性」と

言うよりは、「衰退の不均等性」を呼び起こして

きたのです。

新自由主義による競争力第一主義の台頭　

　まずグローバル競争国家化戦略とは何を意味す

るか。それは、グローバルな自由市場化のもとで

は、企業や国家において何よりも「競争力」が問

われるようになるということを内に含んだ概念で

す。したがってこの戦略は、多国籍大企業のグロー

バルな競争力を強化することを第一にした政策を

意味します。グローバル競争力第一主義です。

　「競争力第一主義」という言葉には、表面には

あらわれていませんが、「有効需要第一主義では

ない」という意味が込められています。新自由主

義の前にはケインズ主義が経済学のメインスト

リーム（主流）でしたが、ケインズ主義は、何よ

りも一国経済内部の需要不足、消費や投資にまわ

る購買力不足を問題視した、つまり「有効需要第

一主義」だったわけです。

　ところが、「経済のグローバル化」が進むと、

一国内の有効需要はさして重要な問題ではなく

なってきます。とりわけ多国籍大企業（世界企

業）にとっては、需要はグローバル市場から発せ

られるものだから、いかな大企業と言えども、世

界にある需要は汲み尽くすことができない。個々

の企業にとってはグローバルな需要はいわば無尽

蔵なものになってくる。需要不足はさして問題で

はなくなるわけです。問われるのはむしろ競争

力、シェア争奪戦の決め手となる競争力になる。

そこで、「経済のグローバル化」のもとでは、「需

要第一主義」のケインズ主義から、「競争力第一

主義」の新自由主義への大転換が起こる。

　競争力というのは、市場における需要・供給の

両面に照らしていうと、需要サイドではなく供給

サイドの問題ですね。ケインズ主義は「需要サイ

ドの経済学」、新自由主義は「供給サイドの経済

学」。前者から後者へのパラダイム転換のなかで
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競争力第一主義が登場するわけです。

「合成の誤謬」による「内需不況」の進行　

　まず注目しなければならないことは、競争力第

一主義に立つと、一種の視野 狭
きょう

窄
さく

が起こるとい

うことです。視野狭窄というのは、①競争力とい

う供給サイドに目が奪われて、国内の需要（内

需）動向には鈍感になること、②個々の企業の競

争力重視にバイアスがかかるために社会全体、国

民全体をとらえる視野が狭くなること、この ２ つ

です。

　個々の企業の個別資本視点にバイアスがかかっ

て、一国経済の総需要をとらえる視野が狭窄化す

るとどういうことが起こるかといえば、いわゆる

「合成の誤
ご

謬
びゅう

」が生まれます。「合成の誤謬」と

は、個々の企業にとっては良かれと思われる行動

が集合され、合成されると、社会全体としては逆

に裏目にでる、つまり悪い結果を招くということ

をさします。たとえば、賃金カットは個々の企業

にとっては競争力の強化に役立つ、だから各企業

がよかれと思って賃金抑制やリストラに走ると、

社会全体で合計・合成したその結果は、国民経済

全体の購買力や消費需要を落として、不況を呼び

起こすことになる、ということです。この合成の

誤謬をいち早く、すでに１8世紀において喝破した

マンデヴィルの言葉を使って言うと、「個人的に

は美徳なことが社会的には悪徳に転化する」とな

る。

　このことを日本経済の現実とアベノミクスの問

題点に照らしていうと、競争力第一主義では、こ

の間に進行した労働分配率の低下や雇用者報酬

（被雇用者の所得）の悪化がもたらす家計消費や

内需の低迷に対して鈍感になるということ、言い

かえると、90年代後半以降続いてきた勤労国民の

所得水準低下による「内需不況」を放置したま

ま、大企業のグローバルな競争力強化に血道を上

げることになった、ということです。各地方の地

域経済の担い手である中小企業は、もっぱら内需

に依拠して経営しているのが現実ですから、この

「内需不況」が地域経済に大きなダメージを与え

ることになったわけです。

Made in Japan から 
Made by Japan への転換

　

　それと同時に、競争力第一主義のグローバル競

争国家化戦略のもとで、日本経済の成長パターン

が変化したことです。日本の伝統的な経済成長の

パターンは、一言で言うと、外需依存・投資主導

型成長の構造という点にありました。外需依存と

いうのは、経済成長を牽引する主力産業・企業が

まず外需に依存しながら伸びるということ、それ

と相互依存の関係で内需面では消費ではなく、投

資の側が成長を主導するというパターンです。

　ところが、グローバル競争国家化戦略のもとで

は、この「外需依存・投資主導パターン」に構造

的転換が起こります。この構造的転換を、２１世紀

初頭の経団連は「Made in Japan から Made by 

Japan への転換」と主張したことがあります（経

団連「活力と魅力溢れる日本をめざして」２00３

年）。

　「Made in Japan」というのは、日本国内産の

製品ということですね。これを外需依存・投資主

導型の構図に組み入れると、日本経済は国内産の

製品を外国に輸出し、その生産を支える投資を主

導力にして成長するパターンということになる。

縮めて言うと「国内生産・輸出依存型の成長」と

いうことです。

　これに対して、「Made by Japan」というのは

日本企業製の商品のことですから、その産地は問

わない、世界のどこであろうと、日本企業によっ

て作られたものであれば、それでよいということ

です。だから、これは明らかに世界企業ないし多

国籍企業の見地を述べたものです。この多国籍型
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大企業の視点に立った成長パターンは、同じ外需

依存といっても、生産拠点が国内から海外に移る

点で、従来とは異なるものになります。

　 問 題 な の は、 こ の 財 界 推 奨 の「Made by 

japan」体制のもとで、再び「合成の誤謬」が起

こることです。「誤謬」が起こるからくりを見て

みると、出発点は大企業の競争力第一主義にあり

ます。大企業は、財界のシナリオ通り、自らのグ

ローバルな競争力強化のために海外投資・生産を

進める（近年の海外生産比率の上昇傾向について

は図表 １を参照）。これをグローバル競争国家化

戦略が強力に後押しする。これは、個々の大企業

にとってはよかれと思って選択された戦略です。

果たしてその結果はどうなったか。個々の企業の

海外生産へのシフトと地域・産業・企業間の格差

拡大を合成すると、国内では、いわゆる産業の空

洞化、逆輸入の増加、内需の低迷、地域経済の不

振等が傾向的に進行せざるをえない。多国籍企業

の競争力にとっては「美徳」なことが、日本社会

全体にとっては「悪徳」を招くということになり

ます。

　逆輸入製品の流入によって内需依存型の産業

（たとえば農業、建築、各種消費財産業等）が衰

退し、それらの産業・就業によって担われてきた

地域経済も海外との厳しい競争にさらされるとい

うことになります。

振、地域経済の衰退といった事態が起こったとす

れば、歴代の保守政権は、どのような政策的対応

をとってきたのでしょうか。

格差・貧困社会化の不均等な進展と 
地域経済の疲弊化

　

　グローバル競争国家化戦略が呼び起こしたもの

は、さしあたり、二重の意味での「合成の誤謬」

ということになります。この結果、何が起こった

か、一言でまとめると、「広義の格差・貧困社会

化の進行・深刻化」です。

　新自由主義的蓄積様式の特徴は、経済学の専門

用語でいうと、貨幣資本循環視点（G…G' 循環視

点）の蓄積がベースになるという点にあります。

貨幣資本循環視点という意味は、始点の原資本

（G）と終点の増殖資本（G+g=G'）との間の差

額、すなわち利潤（g）の追求を赤裸々にした蓄

積、つまり露骨な営利主義が基本になるという意

味です。

　この蓄積様式のもとでは、個々の大企業がむき

出しの利潤追求に走るわけですから、まず労資間

の分配上の格差が拡大する、資本分配率（企業の

取り分）が上昇し、労働分配率（労働者にまわる

所得）が下がります。この労資間の格差が拡大す

る過程では、労働者間の階層的格差（たとえば正

規と非正規の賃金格差）、底辺層の貧困化の進行、

ワーキングプアの増大などが同時に進みます。一

般に「格差・貧困社会化の進展」と言われる事態

はこのことをさすわけですね。

　ただし、格差・貧困社会化の進行はこの意味に

グローバル化のなかの 
「護送船団方式の廃止」と 
「国内高コスト構造の是正」

3

　──経済のグローバル化が進む過程

において、国内産業の空洞化や内需不

注：海外生産比率＝海外生産高／国内生産高＋海外生産高
出所：経産省「海外事業活動基本調査」

図表 1　海外生産比率の推移（製造業）
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そこで、地域・企業間の格差が拡大し、すでに述

べたように、不均等な発展というよりも、むしろ

不均等な衰退と言ったほうがよいような過程が進

行していくわけです。輸出に依存する成長の場合

には、輸出に引っ張られるように発展したり、そ

れなりに伸びる地域や産業、企業が生まれるわけ

ですが、「Made by japan」体制下では、GDP（国

内総生産）が伸び悩み、その過程で、長期的・傾

向的にみれば、国内の地域・産業の衰退・空洞化

が進むわけですね。

「高コスト構造の是正」と 
「護送船団方式の廃止」

　

　こういう傾向に対して、新自由主義的政策が

とった対応は、どういうものであったか。それ

は、大づかみに言えば、①国内高コスト構造の是

正と、②護送船団方式の廃止、との ２ つに要約さ

れると思います。

　護送船団方式とは、どんなに船足の遅い船で

あっても見捨てないで船団全体を守って前進する

という方式のことですから、ある種の平等主義で

すね。学校教育では「 １ 人の落ちこぼれも出さな

い教育」、自治体でいえば、どのような過疎地域

であっても見捨てない方式のことです。１960年代

にそう呼ばれることになった「過疎地域」、また

90年代にあらわれた「限界集落」、これらの中山

間地域は、いまでこそ「地方消滅論」によって

「消滅可能性地域」に指定されていますが、護送

船団方式のもとでは、「消滅地域」ではなく「保

護地域」扱いだったわけですね。護送船団方式と

は、こうした社会的弱者を見捨てない、取り残さ

ないようにするという方式を意味したのですが、

今後はこれをやめる、手を切るというわけです。

　したがって、「護送船団方式の廃止」とは、言

いかえると、ナショナル・ミニマム保障方式から

手を切るということを意味していたとみてよい。

生産性引き上げの帰結としての 
「地方消滅」推進

　

　「高コスト構造の是正」策とは、企業にとって

コストになる、たとえば人件費等を削減して競争

力を高めよう、という政策のことです。だから、

これは競争力強化第一主義の産物です。ただ、人

件費削減によって競争力を高めるだけでは、コス

トカッターで名を馳せたゴーン方式の称賛にとど

まるために、最近では、「高コスト構造の是正」

を技術革新等によるコスト節減効果も含めて、

「生産性の引き上げ」と言いかえる場合が多く

なっています。

　しかし、この生産性（特に労働生産性）という

言葉は、いかにも胡散臭い概念だという点に注意

しなければなりません。生産性とは、ごく一般

的、抽象的にはインプットに対するアウトプット

の割合、労働生産性という場合には、投入労働に

たいする付加価値（賃金プラス利潤の近似値）の

割合をさします。いま重要なことは、生産性とは

とどまらず、地域・産業・企業

間の格差拡大も深刻になってき

ます（近年の大企業と中小企業

間の賃金格差拡大の傾向は図表

２参照）。「Made by japan」戦

略 の も と で は、「Made in 

Japan」の輸出依存・投資主導

型成長の場合とは違って、国内

の産業・地域の空洞化が進む。

※人数は事業所の従業員（常用労働者）規模別で、大企業は常用労働者 500 人以上
出所：商工総合研究所『図説日本の中小企業 2019/2020』

図表 2　現金給与総額格差の推移（常用労働者 1人当たり）
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量的比率をさすのであって、たとえば技術革新に

よって生産力の質が向上するといったような「質

的水準」をさすのではないということです。

　企業などで生産性を問題にするときには、分母

に労働投入量（人件費）をおき、分子には粗利益

（売上額－仕入額）をおいて、両者の比率を計算

しますから、生産性を上げようと思ったら、たと

えば分母の人件費を切り下げてもいいし、分子を

増やすために販売価格を吊り上げたり、売上総額

を増やせばよいわけです。

　いま注意しなければならないことは、こうした

生産性概念を用いて、中小企業や人口減少地域の

退出 = 消滅を推進しようとする論調が強くなっ

ていることです。中小企業や農村・農業、また過

疎地域等は、護送船団方式のもとではまだ「保護

の対象」とみなされてきたのですが、「地方消滅

論」が猛威をふるうなかで、それらはいま低生産

性セクターとみなされて、「消滅の対象」とされ

るようになっています。それは、なぜか。「地方

消滅論」の言葉を使って言えば、低生産性セク

ターとされる過疎地域、人口減少地域、生産性に

劣る中小企業・農業等は、サバイバル競争におけ

る弱者、敗者にあたり、いま必要なことは、それ

らの社会的弱者・敗者に対する「保護」ではな

く、「撤退戦」「負け戦」を勧めることだからであ

る、というのです。

　たとえば、低生産性セクターに「撤退戦」「負

け戦」を推奨する増田寛也・冨
と

山
やま

和
かず

彦
ひこ

『地方消滅

創生戦略篇』（中公新書、２0１5年）では、「地方創

生に向けたいろいろな戦略が出てきたときに、全

部を採用しようという発想はダメです」とし、続

けて、「本当にやる気とポテンシャルのある産業、

企業、経営者、つまり『強き』に資源を集中する

ようなプランを出してきた地方にお金や権限を与

えるべきですね」と語られています（54、55ペー

ジ）。一言で言えば、「強きを助け、弱きをくじ

く」（同書の言葉では、「弱きには退出してもら

う」）、これが「地域創生策」に求められる視点だ

というのです。ここに「地方消滅論→地方創生策

→自治体戦略２040構想」の流れを貫く思考がよく

あらわれている、と思います。地方創生策が目玉

商品とする「コンパクトシティ」づくりは、この

思考の地域政策版だと考えられます。

地域経済再生への視点4

　──最後に、地方経済およびコミュニティーの

再生、さらに自治体を活性化するためには、どの

ような政策、視点が求められるでしょうか。

　ここでは ３ つの視点に絞って提起しておきたい

と思います。総じて言えば、安倍政権の進めるグ

ローバル競争国家化戦略を逆転する視点が必要に

なる、ということです。

　その第 １ は、地域・自治体政策においてナショ

ナル・ミニマム保障を堅持し、その水準の底上げ

をはかること。安倍政権のグローバル競争国家化

戦略はもとより、「地方消滅論」や「自治体戦略

２040構想」の最大の特徴は、ナショナル・ミニマ

ム保障の政策的志向を放棄しようとする点にあり

ました。ナショナル・ミニマム保障というのは、

国民生活を守るバリケード、または岩盤規制にあ

たるもので、小
こ

泉
いずみ

政権をはじめ、安倍政権以前

の保守政権もなんどもなんども繰り返し、この切

り崩しをはかろうと、攻撃をかけてきたのです

が、憲法の人権条項が生きている限り、そう簡単

には崩せなかった。

　ところが、安倍政権は、奇遇にも、その突破口

を発見することになった。それが「人口減少」と

いう、日本の近現代史上で初めて起こった「地方

消滅」や「ナショナル・ミニマム保障の解体」に

向けた突破口だったわけです。２009年から開始す
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る「人口減少」は、長期にわたる必然的傾向だか

ら、いわば「自然災害」のように、ナショナル・

ミニマム保障を諦めさせる「殺し文句」という

か、有無を言わさぬ切り札になった。

　だがむしろ、ナショナル・ミニマム保障の思想

を住民生活から地域コミュニティー、就労・生

業、中小企業や地場産業等のあらゆる分野で徹底

することこそが、結局、地域経済を「衰退から創

生への転換」に導く鍵になる、と思います。ナ

ショナル・ミニマム保障という考え方は、もとも

とは福祉国家の思想として現われてきたもので

す。安倍政権のグローバル競争国家化戦略とは、

実は、憲法にもとづくナショナル・ミニマム保障

を担う福祉国家を解体しようとする戦略なんです

ね。だから、この戦略を逆転して、ナショナル・

ミニマム保障の思想を復権・強化・徹底する、こ

れが地域経済再生の導火線になると思います。

　第 ２ は、新自由主義による供給サイド一辺倒の

競争力強化第一主義の代わりに「需要サイドの経

済学」の復権をはかる。この場合、「需要サイド

の経済学」とは所得分配・再分配の諸政策を強化

する視点を意味します。グローバル競争国家化戦

略は所得再分配を徹底して毛嫌いする点に特徴が

あって、再分配といっても「強きを助け、弱きを

くじく」タイプの、下から富を吸い上げるスト

ロー型を推奨するものでした。これでは地域経済

の衰退を加速化するようなものです。

　地域経済論ではいま、地域社会の安定的再生産

には地域循環型経済とそれを主導する地域内再投

資力が必要だというのが通説になりつつあると

言ってよいと思いますが（ 4 ）、この地域再生に必要

な経済の構造は全国的な所得再分配に支えられて

形成されるものです。

　第 ３ は、本誌の読者に特に訴えたい点になりま

すが、ナショナル・ミニマム保障も地域経済再生

の視点も、労働運動の力を必要としているという

ことです。ナショナル・ミニマム保障には、たと

えば最低賃金の全国的底上げが含まれますが、そ

の実現には労働運動の力がなければならない。地

域経済の再生には地域・自治体関連労働組合の

力、とりわけ全国すべての住民の生活を担う社会

サービス労働者の力が不可欠です。そのうえに、

地域経済を担っているのはもっぱら中小企業です

から、その中小企業の労働組合のパワーが不可欠

です。だが、日本の１00人以下の従業員規模の事

業所の労働組合組織率は １ 割未満の0.9%、２２万人

弱でしかない（２0１7年、厚労省調べ）。これから

は、こうした不足する力を補強していかなければ

ならないと思います。
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